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１．託送供給等収支の算定結果①

 このたび、電気事業法第22条及び電気事業託送供給等収支計算規則（経済産業省令）に基づき、
平成28年度の託送供給等収支を算定した結果、送配電部門当期純損失が15億円となりました。

 また、この送配電部門当期純損失から電気事業託送供給等収支計算規則（経済産業省令）に基
づき超過利潤を算定した結果、超過利潤は発生せず、42億円の欠損となりました。

【送配電部門収支】 【送配電部門超過利潤】

項目 金額

営業収益 (1) 638

営業費用 (2) 643

営業利益 (3)=(1)-(2) ▲4

営業外損益 (4) ▲10

特別損益 (5) －

税引前当期純利益(6)=(3)+(4)+(5) ▲15

法人税等 (7) －

送配電部門の当期純利益
(8)=(6)-(7) ▲15

（単位：億円）

項目 金額

当期純利益 (1) ▲15

事業報酬額 (2) 37

財務費用(株式交付費、社債発行費除く) (3) 12

財務収益（預金利息除く） (4) 2

事業外損益 (5) 0

特別損益 (6) －

その他調整額 (7) ▲0

送配電部門の当期超過利潤額
(8)=(1)-(2)+(3)-(4)-(5)-(6)-(7) ▲42

（単位：億円）

※端数処理の関係で計算が合わない場合があります （次スライド以降においても同様）
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１．託送供給等収支の算定結果②

 当期超過利潤累積額（又は当期欠損累積額）は、一定水準額37億円に対し、42億円の累積欠
損となりました。

 なお、想定原価と実績単価の乖離率は、原価算定期間中のため算定しておりません。

【超過利潤累積額（又は欠損累積額）】

項目 金額

前期超過利潤累積額 (1) －

当期欠損額 (2) ▲42

還元額 (3) －

当期超過利潤累積額 (4)=(1)+(2)-(3) ▲42

一定水準額 (5) 37

一定水準額超過額 (6)=(4)-(5) －

（単位：億円）



実績費用
569億円

4

２．超過利潤（又は欠損）の発生要因

 当期欠損（42億円）の発生要因としては、架空電線路の修繕費やシステム開発に伴う委託費の増
等が挙げられます。

 なお、収入については、原価算定時の計画に比べ需要が増加したことによる増はあるものの、離島燃調
の影響により減少しております。

収入変動（億円）

基本料金 電力量料金

▲7 ▲2 ▲4

実績収入
527億円収入減▲7億円

（超過利潤減）

欠損
▲42億円

費用増34億円
（超過利潤減）

想定収入＝想定原価
（５３５億円/年）
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３．想定原価と実績費用の増減額

 平成28年度実績費用における想定原価（原価算定期間：H28-H30）との差異は以下のとおりと
なっております。

 原価織り込み給与水準と実績との差異による人件費の増、計画外修繕の増による修繕費の増等によ
り、想定原価と比較して34億円の増となりました。

原価※

①
実績
②

差異
②－①

（増減率）

差異理由等

費用合計 535 569
34

（+6.5％)

うち人件費・委託費等 118 139
21

(+18.4%)

・原価織り込み給与水準との差異による給料手
当の増

・システム開発費用の増
・数理計算上の差異に伴う退職給与金の増 等

うち設備関連費 262 275
12

(+4.9%)
・修繕費の増 等

（単位：億円）

※原価算定期間平均との比較
※端数の扱い：原価は四捨五入、実績および差異は切り捨て

（上記注記は、次スライド以降においても同様）



３．想定原価と実績費用の増減額（人件費・委託費等）

 人件費・委託費等は、給料手当及び委託費の増に伴い実績が原価を上回りました。

 給料手当については、原価織り込み給与水準（メルクマール）と実績給与水準の差異により原価と比
べて10億円の増となっております。

 委託費については、システム開発費用の増により、原価と比べて6億円の増となっております。

原価
①

実績
②

差異
②－①

主な差異理由等

役員給与 1 1 0 －

給料手当 51 61 10 ・給与水準の差異による増

給料手当振替額(貸方) ▲1 ▲1 ▲1 －

退職給与金 5 7 2
・割引率低下等に伴い数理計算上の差異が発
生したことによる増

厚生費 9 10 1 －

委託検針費・集金費 5 5 0 －

雑給 2 2 0 －

委託費 46 52 6 ・システム開発費用の増

人件費・委託費等 計 118 139 21

（単位：億円）【人件費・委託費等】

6
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３．想定原価と実績費用の増減額（設備関連費）

 設備関連費は、修繕費の増に伴い、実績が原価を上回りました。

 修繕費は、配電修繕費ならびに離島修繕費の増により、原価と比べて14億円の増となっております。

原価
①

実績
②

差異
②－①

主な差異理由等

修繕費 85 99 14 ・配電及び離島修繕費の増 等

賃借料 30 28 ▲2 －

固定資産税 15 14 0 －

減価償却費 119 121 1 －

固定資産除却費 13 11 ▲1 －

建設分担関連費振替額
（貸方）

▲0 - 0 －

設備関連費 計 262 275 12

（単位：億円）【設備関連費】
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４．効率化に資する取組（取組一覧）

代表的な取組 年削減率

体制 効率化のための体制
・品質マネジメントシステムの構築
・調達コスト低減に向けた取組み（共同調達,リバース
オークション等の利用拡大 等）

－

人件費・
委託費等

人件費等の削減
・効率的な組織運営（業務集中化、組織・事業所の
統廃合等）

－

設備
関連費

調達の
合理化

発注方法の効率化 ・共同調達,リバースオークション等の実施 ▲29%

仕様・設計の汎用化・標準化 ・72kV遮断器における要求仕様の見直し －

工事
内容の
見直し

新材料、新工法の利用
・鉄塔の杭基礎に用いる「いかり材」の見直し
・人孔寸法の見直し（縮小化）

▲30％/基
▲27%/基

系統構成設備の効率化 ・ケーブル接続箇所数の低減 ▲35%/線路

設備
保全の
効率化

点検周期の延伸化等の効率化 ・変圧器タップ切換開閉器における点検周期延伸化 ▲50%

取替時期の延伸等の効率化 ・高耐食メッキの導入 －
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４．効率化に資する取組（効率化のための体制）

 当社は、業務効率化の積極的な推進及びお客さま満足度向上を目的として、品質マネジメントシステム
（QMS）を構築しております。この仕組みを通して、各業務プロセスをチェックし、日々の業務改善に繋
げております。

 また、調達コストの低減に向けては、資材部（=契約主管部）における部門方針の一つとして取り組ん
でおり、工事主管部（電力流通部・配電部 など）と相互に連携・協調することで、共同調達やリバース
オークション等の利用拡大を推進しております。

中長期経営計画 等

経営方針

部門方針
/年度目標

是正・予防
・改善処置

計画実施

マネジメントレビュー
品質管理委員会

P D
A C

お
客
さ
ま
の
声

内部監査

≪継続的な改善の仕組み：QMS≫ 調達コスト低減に向けた取り組み
・共同調達,リバースオークション等の利用拡大 等

《
連
携
》

実績分析,
課題抽出

競争化,
多様な発注方法

施策検討,
目標設定

改善策の検討 C

D

A

P

監査

契約主管部
（資材部）

工事主管部
（電力流通部・配電部 など）

※マネジメントレビュー
…常勤役員によるQMSの適切性・妥当性・有効性を継続的に改善するための評価を

行う会議体
※品質管理委員会
…マネジメントレビューの下部組織としてQMSに関する事項を具体的に審議する機関

※



４．効率化に資する取組（発注方法の効率化）

取り組みの概要

10

実施項目 取り組み内容
これまでの

主な適用品目
H28年度
削減率

共同調達
他電力との共同調達に参加し、スケールメリットを
活かした調達コストの低減を図っております。

蓄電池
電線類

（送電）
▲５７％

リバースオークション
汎用品の調達において、リバースオークション（競
り下げ方式）の活用による調達コストの低減を
図っております。

パソコン
ソフトウェア

▲３３％

一括発注
仕様が同等の件名について、まとめて発注するこ
とにより、スケールメリットを活かした調達コストの
低減を図っております。

ケーブル
電線類

（配電）
▲２０％

 資機材の調達にあたっては、他電力との共同調達やリバースオークション等、多様な発注方法を採用し、
調達コストの低減に努めております。
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■遮断器の種類毎（ガス・真空）に発注

効率化取り組み前

■遮断器の種類は、ガス・真空を特定せずに発注

効率化取り組み後

 72kV遮断器発注においては、遮断器の種類毎（ガス・真空）に発注しておりましたが、これまでの運用
実績により遮断器の種類の違いによる信頼性に差異は見られなかったことから、ガス・真空を特定せずに
発注することで競争化を図り、調達価格を低減しております。

72kV遮断器発注における要求仕様の見直し （託送料金改定以降に取り組んだ事例）

（参考）遮断器

４．効率化に資する取組（仕様の見直し-変電設備）

ガス遮断器

真空遮断器

メーカー４～５社へ競争発注

製造メーカーが１社のみのため、A社
へ特命発注

ガス遮断器製造メーカーにA社を加え
た競争発注を実現

ガス遮断器
真空遮断器

※遮断器の種類を特定

※遮断器の種類はガス・真空いずれも可



効率化取り組み後
「小型いかり材」を用いた基礎図(代表例)

断面図

平面図

杭 杭

Φ1,500

効率化取り組み前
「標準的ないかり材」を用いた基礎図

鉄塔の杭基礎に用いる「いかり材」の見直し

 従来、鉄塔の杭基礎においては、「標準的ないかり材」を使用した杭径の設計を行っております。

 杭基礎の小径化を目的に開発された「小型いかり材」を使用することにより、掘削工事などの工事費および
コンクリートなどの材料費の低減が図れることから、鉄塔の杭基礎設計を行う際には、地盤の状況を踏まえ
て「小型いかり材」の採用の可否を検討し、効率化に取り組んでおります。

送電鉄塔
杭基礎概略図

軟弱地盤

支持地盤

杭基礎

ＧＬ

断面図

0

平面図

杭 杭

Φ2,000

標準的な
いかり材

鉄筋

小型いかり材を使用することで杭の小径化
（杭径：Φ2.0m → Φ1.5m）
掘削工事などの工事費の低減
コンクリートなどの材料費の低減

小径化

【いかり材：鉄塔からの荷重を基礎へ伝達する役割】
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削減率：▲３０％

４．効率化に資する取組（新材料、新工法の利用-送電設備）

鉄筋

小型
いかり材



人孔寸法の見直し(縮小化)

 当社の人孔の寸法は、内空高さ1.8m、内空長さ5.0mを標準としています。

 1条～2条の少条数の線路で人孔設置を行う場合において、ケーブルの配置及び作業スペースの検討を行
った結果、人孔寸法を内空高1.2m、内空長さ4.0ｍとした場合でも、運用上問題ないことが確認できたこ
とから、人孔の縮小化をおこないました。

 人孔を縮小化することで掘削量が減ることから土留費用および材料費の低減が可能となりました。

効率化取り組み後効率化取り組み前

高
さ

1
.8

ｍ
（

内
空

）

高
さ

1
.2

ｍ
（

内
空

）

人孔
(マンホール)

管路

長さ5.0ｍ（内空） 長さ4.0ｍ（内空）
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４．効率化に資する取組（新材料、新工法の利用-配電設備）

削減率：▲２７％
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腕金より早い時期に腐食するバンド類・ボルト・ナット等の金物類（以下、その他の金物類）に高耐食メッ
キを施すことで、腕金とその他の金物類との寿命協調を図り、取替時期の延伸化に取り組んでおります。

また、点検が容易な腕金の劣化状況からその他の金物類の劣化状況を推定する指標とすることができ、
設備を合理的かつ円滑に更新することが可能となります。

高耐食メッキの導入

取替時期の延伸化イメージ基本装柱

■腕金

■腕金の付帯となるその他の金属類
・高圧ピン碍子（耐張碍子含む）
・パイプ型アームタイ
・ノーアームタイバンド
・アームタイバンド
・ボルト、ナット

腕金

高圧ピン碍子

パイプ型アームタイ
ノーアームタイバンド

アームタイバンド

ボルト、ナット

腕金等の死角となり巡視で腐食が発見し難い

４．効率化に資する取組（取替時期の延伸化-配電設備）

重塩害地域における暴露試験結果

※1 メッキ付着量は、メッキを施す金物類の材質や形状等で異なる
※2 試験片で暴露試験を実施した結果よりメッキ量消失想定年数を算出

表面処理（メッキ付着量※1）
メッキ量

消失想定年数※2

溶融亜鉛メッキ 【腕金 】（600g/㎡） 2.1年

溶融亜鉛メッキ 【バンド類 】（450g/㎡） 1.6年

溶融亜鉛メッキ 【ボルト・ナット 】（350g/㎡） 1.2年

腕金

バンド・金物類

ボルト・ナット類

溶融亜鉛メッキ

溶融亜鉛メッキ

溶融亜鉛メッキ

高耐食化

高耐食化

資材寿命

取替時期の延伸1.8倍

設備更新【効率化前】→
設備更新【効率化後】→
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５．安定供給の状況 （停電回数・時間）

 当社管内における事故停電（停電回数および停電時間）は、以下のとおり推移しておりますが、増減
の主な要因は、襲来する台風の規模・回数によるものとなっております。

 当社供給区域である沖縄県の地理的特徴から、本土と比べて勢力の強い台風が度々襲来すること、
および、台風の進行速度が遅く暴風域圏内にとどまる時間が長くなることから、停電回数・停電時間とも
に大きな影響を受けます。

一需要家あたり停電回数推移 一需要家あたり停電時間推移

（回/戸） （分/戸）

年度 台風襲来数 主な台風および襲来地域 最大瞬間風速 （観測地点）

H23 5
台風０２号（5月）沖縄本島地方、宮古地方、八重山地方 55.3 m/s （那覇市）

台風０９号（8月）沖縄本島地方 49.6 m/s （うるま市）

H24 8

台風１５号（8月）沖縄本島地方 41.5 m/s （伊是名島）

台風１６号（9月）沖縄本島地方 55.3 m/s （国頭村）

台風１７号（9月）沖縄本島地方、宮古地方、八重山地方 61.2 m/s （那覇市）

H26 4
台風０８号（7月）沖縄本島地方、宮古地方、八重山地方 53.0 m/s （渡嘉敷島）

台風１９号（１０月）沖縄本島地方 49.7 m/s （糸満市）

H27 ６
台風０９号（7月）沖縄本島地方、宮古地方 49.9 m/s （糸満市）

台風１５号（8月）宮古地方、八重山地方 71.0 m/s （石垣市）
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 台風等の自然災害に強い設備形成を目指し、樹木接触に強い耐摩耗電線や、低風圧電線への張
替および支持物の強化等、被害を抑制する対策に加え、遠隔操作が可能となる遠制開閉器の取付、
系統を繋ぐ連絡線工事等、停電時間を短縮する対策を実施しております。

 台風時における更なる早期復旧に向け、復旧工事の手配について、従来の紙運用を電子化し、より効
率的な復旧作業を実施しております。

【未然防止策】 【早期復旧】

スマホ・タブレットを活用

紙運用から電子化

５．安定供給の状況 （台風対策）



 当社は、平成21年度に策定した中長期経営方針に基づき、以下の考え方で計画的な設備投資を
行っております。

• 電力品質の維持・向上を図るため、「電力安定供給の確保」および「自然災害への備え」を基本
方針とし、地域需要動向を踏まえた設備構築に取り組む。

• 高経年化した設備については、至近年の点検結果や絶縁劣化診断等を考慮し、設備の状態を
見極めた上で、安定供給の確保、年間の施工可能量等を考慮し、長期的な工事量の平準化を
図りながら更新時期を決定する。

• 自然災害への備えとして「台風への対策」、「地震・津波への対策」等の長時間停電対策を図り、
自然災害に強い設備形成に取り組む。

 設備投資計画においては、最新の需要動向や、設備の状況、個別工事の進捗などを総合的に勘案
するとともに、新たな効率化策等を反映しながら、毎年１0年計画を策定しております。

17

６．設備投資



７．高経年化対策（取替の考え方）
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 保安規程に基づき巡視・点検(検査含む)を実施し、その結果について不具合・補修状況等から良否
判定を行うとともに、メーカー対応可否状況などを考慮の上、補修工事を行っても継続運用が不可と判
断した場合、取替計画を策定しております。

継続運用

巡視・点検(検査)
結果

●巡視：設備の状態把握および異常箇所の早期発見のため、目視などによって他物との離隔距離、設備
の外観、 計器表示などの異常の有無を確認する。

●点検(検査含む)：性能の低下や部品の異常を調査、診断し状態の傾向を把握するとともに、必要に
応じ 補修等を行い機能の維持・回復を図る。

取替

＜取替の考え方＞
以下の項目についても検討し取替計画を
策定する。

◎劣化診断などの点検結果や過去の
補修履歴。

◎経年状況やメーカー対応可否、
年々点検結果が悪化し補修頻度が
高くなっている機器など。

良 否

可 不可

補修
（延命化）



７．高経年化対策（各設備の状況：送電設備_鉄塔）
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 沖縄本島全域において、台風および季節風により飛散した海塩粒子が内陸部まで運ばれ鉄塔部材が
腐食し易い環境であるため、防錆塗装を実施し鉄塔部材の延命化を図っております。

 また、定期点検の結果、鉄塔部材の腐食の進行が著しく、防錆塗装での延命化が困難と判断した場
合については鉄塔部材取替を行っております。
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[基
]

施設年度

鉄塔総基数：1,155 基【施設年度分布（平成28年度末）】

（うち、法定耐用年数超過は379基）

至近工事実績：７基/年
（H26-H28平均）



７．高経年化対策（各設備の状況：送電設備_架空線）
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 沖縄本島全域において、台風および季節風により飛散した海塩粒子が内陸部まで運ばれ電線が腐食
し易い環境であるため、腐食対策が施された電線を標準仕様としております。

 また、診断箇所を絞り込んだうえでサンプル採取し劣化診断を実施、さらに追跡調査を行い、引張強度
が規格値内であることを確認しております。
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施設年度

回線総延長：689 km
【施設年度分布（平成28年度末）】

至近工事実績：7km/年
（H26-H28平均）

（うち、法定耐用年数超過は136ｋｍ）
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 OFケーブルについては、将来的にメーカーの事業縮小が懸念されることなどから、全線路(8線路)の張替計
画を立てております。また、絶縁油中のガス分析を実施し、劣化の兆候がみられる線路を優先に張り替える
こととしております。

 CVケーブルについては、劣化診断を実施し更新計画の要否を判断することとしております。

７．高経年化対策（各設備の状況：送電設備_地中ケーブル）

【施設年度分布（平成28年度末）】
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（うち、法定耐用年数超過は39ｋｍ）



７．高経年化対策（各設備の状況：変電設備_変圧器）
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 変圧器の取替については、変圧器内部の巻線に使用されている絶縁紙が劣化する時期および変圧器
本体の発錆傾向を考慮しております。

 変圧器外部の錆･漏油補修、機械的故障等の実績、変圧器内部の絶縁油のガス分析結果、経年
数などを踏まえ、個別に評価し取替を計画しております。

変
圧

器
台

数
（

台
）

総設備量：197台

施設年度

【施設年度分布（平成28年度末）】
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（うち、法定耐用年数超過は91台）



７．高経年化対策（各設備の状況：配電設備_コンクリート柱）
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 コンクリート柱の取替については、点検を実施し、設備状態を確認のうえ取替要否を判断しております。

 設備状態の確認については、コンクリート柱の亀裂発生状態や湾曲状態等を考慮し、個別に評価して
おります。
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【施設年度分布（平成28年度末）】

総設備量：242千本
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（H26-H28平均）

（うち、法定耐用年数超過は387本）



【参考】高経年化対策 （変圧器劣化診断の様子）
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油中ガス分析（変圧器からの採油作業）

 変圧器外部錆腐食による漏油および変圧器内部の巻線に使用されている絶縁紙劣化を考慮しており
ます。

 取替の判断要素として、錆や漏油による補修履歴および油中ガス分析結果を考慮しております。

変圧器からの漏油状況

漏油箇所



社内体制

８．研究開発 （研究開発推進体制）

研究開発推進委員会
委員長：研究開発担当役員
委員：各部門長

グループ各社

情報共有
連携

 研究開発推進にあたっては、研究開発推進委員会（委員長：研究開発担当役員）を設置の上、
研究開発部門と各研究実施部門が連携して推進しております。

 また、研究の実施にあたっては、外部機関と連携するなど、資源（ヒト、モノ、カネ、情報、ノウハウ等）
を有効活用した効率的な研究開発に努めております。

25

外部機関
・電中研

・メーカー等連携
知見の活用

（共同研究）
（委託研究）

部門A 部門B

事務局：研究開発部

経営層（役員会）

研究開発計画の上申・報告

各部門における研究開発推進・実施

各研究件名の計画案策定・進捗報告

計画案策定

継続検討・計画見直し ※

研究実施・進捗管理

実績分析・評価

P D
A C

・・・・

全社的な研究開発推進

方針制改定・
計画案審議

継続検討・
計画見直し ※

各計画の
進捗確認

実績分析
・評価

P D
A C

※計画採用・継続の判断基準

・経営課題の解決に資するか

・外部知見の活用による効率的な研究開発実
施が見込めるか

・経済性が見込めるか

・既に特許が取得されていないか

（継続案件については、採用時からの環境変化
等も踏まえ判断）



 研究開発方針については、経営方針・技術開発動向等を踏まえ、研究開発推進委員会の審議を経
て制定しており、社会情勢、経営環境の変化および技術開発動向を踏まえ、必要に応じて適宜見直
しております。

 なお、平成28年度の研究費実績は、約３千万円となっております。

＜研究理念＞
沖縄電力は、『夢と活力ある沖縄の未来づくりに貢献する』ため

に、持続的成長を図る研究を推進しつつ、新しい価値の創造を
目指した研究開発を推進します。

＜研究開発活動指針＞
研究理念に基づき以下の項目を展開します。

「研究の推進」
(1)持続的成長を図る研究の推進
(2)新しい価値の創造を目指した新技術等への挑戦

「研究開発の効率的な推進」
(1)研究の推進においてＰＤＣＡサイクルの適切な管理による研究開発の推進
(2)グループ各社、電力中央研究所、大学、メーカー等との連携および研究ニー

ズの的確な把握による研究開発の充実
(3)資源（ヒト、モノ、カネ、情報、ノウハウ等）を有効活用した効率的な研究開

発の推進

「研究者等の育成推進」
(1)自社研究およびグループ各社、電力中央研究所、大学、メーカー等との連携

による研究を通した社員力・組織力の向上
(2)研究者等の育成のための支援および啓発活動の推進

研究開発方針

26

８．研究開発 （研究開発方針）

H28年度実績

良質な電気の安定供給を
目指した研究（66%）

地球環境との調和を
目指した研究（32%）

新しい価値の創造を目指した
新技術等の研究（2%）

H28年度研究費実績：約３千万円

【参考：項目別内訳】



＜研究内容＞
表面剥離を起こしたコンクリート柱(図1)がどの程度強度を残しているか評価するため、複数種類の表面剥離状

況を模擬したコンクリート柱に試験荷重を与え(図2)、コンクリート柱の性能適合状況を評価しております。

＜今後の活用予定＞
コンクリート柱の表面剥離の差異による性能評価の後、コンクリート柱の表面剥離状況の差異による補修可否の

評価基準を検討することで、コンクリート柱の取替時期延伸につなげることを目的としております。

図1.コンクリート柱の表面剥離状況

図2.コンクリート柱の強度評価試験方法

表面剥離状況の模擬
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８．研究開発 （研究開発事例）

＜期待される効果＞
補修での対応が可能な場合、従来は建替に約3日(事前の用地交渉等の調整含まず)要していたところ、補修で

あれば半日程度で対応可能となります。
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 情報セキュリティ推進体制

 IT推進本部担当役員を委員長とした「情報セキュリティ委員会」を設置し、情報セキュリティレベルの維
持・向上に努めております。

 サイバーセキュリティ対策

 インターネットからのサイバー攻撃に備え、セキュリティー専門業者に委託し常時ログ監視をしております。
 また、情報セキュリティに関する事故等が発生した際には、各部と情報システム部で連携し対応を行ってお

ります。

情報セキュリティ委員会（定期的に開催される会合）

委員長
（ＩＴ推進本部担当役員）

全社体制

委員
（各部門の部室店支社長）

事務局 ※
（情報ｼｽﾃﾑ部）

従業者（社員、外部要員）

業務管理者 （所属長）

情報セキュリティ責任者
（各部門の部室店支社長）

担当取締役

報告・調整総
務
部

責任者

情
シ
部

責任者

発
電
部

責任者

・・・

流
通
部

責任者 責任者【
各
部
】

部門体制

各部門の活動実
施管理

計画の実施結果報告
自主点検結果報告

改善点確認、指示

Ｄ

Ｃ

改善計画、
改善実施

自主点検、ｾｷｭﾘﾃ
ｨ対策評価

Ｃ

計画実行、要領
遵守、事故対応

Ｄ

重点活動計画
自部門活動計画
（改善計画）

Ａ

Ｐ

Ａ

重点活動計画、体制
変更、要領類制改定

Ｐ

報告

実施

情報セキュリティ委員会が関係組
織を牽引し、全社的なリスクマネジ
メント（PDCA）を実施
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９．情報セキュリティに資する取組 （情報セキュリティ管理体制）

※ 兼任職員から構成される常設の組織

※ 
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 規程類の整備・見直し

 ＪＥＳＣの電力制御システムセキュリティガイドラインに基づき、サイバーセキュリティのリスク低減に取り組
んでおります。

 情報セキュリティ基本方針をはじめとする、社内規程類を整備し、必要に応じて適宜見直しを行っておりま
す。

＜関係法令等＞

関連規定類（各部門）

電気設備に関する技術基準、電気事業法施行規則

法令等

社内規程等

配電 発電 etc.

電力制御システムセキュリティガイドライン

保安規程

電力制御システムセキュリティ基本要領

９．情報セキュリティに資する取組 （規程類の整備・見直し・社員への教育）

 社員への教育

 全従業員を対象としたe-ラーニング研修から、専門人材における派遣研修まで、必要性に応じた教育を
実施しております。

送電

全従業員 • 全従業員に対する情報セキュリティに関するe-ラーニング研修を実施
• 従業員へのサイバー攻撃に関する啓蒙活動として標的型メール訓練などを実施

特定部門 • 電力制御システム部門員に対する電力制御システムにかかる情報セキュリティに関するe-ラーニング研修を実施

専門人材 • 内閣サイバーセキュリティセンターにおける分野横断的演習に派遣し、情報の伝達訓練を実施
• IPA産業サイバーセキュリティセンターにおけるセキュリティ中核人材育成プログラムに派遣し、セキュリティ専門教育を実施
• 電力中央研究所におけるサイバーセキュリティ演習、電気事業連合会におけるCSSCサイバーセキュリティ演習に派遣し、

インシデントが発生した際の技術的対応力の向上を図っております。



 システム開発・リスク管理体制

業務システムについては各業務主管部長、システム基盤については情報システム部長を責任
者とし、責任を明確化しております。

また、全社的な対応が求められるリスク・重大事故が発生した場合は、役員会へ上申・報告
するとともに、必要に応じて社長を本部長とした危機管理対策本部を設置することになってお
ります。
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９．情報セキュリティに資する取組 （システム開発・リスク管理体制）

役員会
危機管理
対策本部

システム開発・リスク管理体制

報告・上申
（重大事故発生時 等）

導入前

システム障害の発生リスクを低減するため、開
発の段階から運用フェーズを考慮したシステム
設計やテストを実施しております。また、導入
後の多様なリスクを想定した運用体制の検討
を行っております。

導入後
異常の発生を早期に検知するために必要な
監視項目を事前に定め、システムを随時監視
しております。

トラブル
発生時

早期回復に向け、障害原因の切り分け、影響
範囲の把握、拡大防止を実施しております。
また、適時、関係機関等へ報告を行っておりま
す。

業務システム

リスク想定と対策

管理者

各業務主管部

担当役員

システム基盤

責任者各業務主管部長

管理者

情報システム部

担当役員

情報システム部長

※ 兼任職員から構成される常設の組織

※



 システム開発の各プロセスで確認項目を明確化し、業務主管部および情報システム部の責任者が、プロ
セスの着手・完了を承認しております。

 導入後のリスクを想定し、運用/保守体制を検討・構築しております。
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９．情報セキュリティに資する取組 （プロセスのチェック）

プロセスのチェック

企画

開発

運用/保守

情報システム基本構想

情報システム基本計画

運用/保守

基本設計

詳細設計

製造

結合テスト

総合テスト

導入

システム化の実施承認
・システム化の目的
・対象業務、システム化の範囲
・スケジュール、推進体制
・投資効果

システム開発の実施

・開発着手(スケジュール、体制)

・システム化の範囲と機能

・テストの網羅性

・単体・結合・総合テストの完了および妥当性

・移行時期、移行手順、役割分担

・成果物審査

・運用/保守体制

システムの運用/保守
・システムの安定運用(品質・価格・納期)
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10．調達の状況

 競争発注比率の実績推移は以下のとおりとなっております。

 電気事業特有の設備・機器に係る工事件名や、受注業者が複数存在しない件名等、特命発注とな
らざるを得ない件名があるため、更なる競争拡大には限界があると考えておりますが、特命発注となる件
名においても、仕様・工法の見直しや契約交渉等により調達価格水準の低減に努めて参ります。

≪NW部門競争発注比率の推移≫

年度 H24 H25 H26 H27 H28

ＮＷ部門 80.2% 71.8% 78.4% 71.3% 81.5%

内訳

送変電部門 78.2% 61.1% 83.0% 68.6% 84.9%

配電部門 83.3% 81.9% 67.9% 82.4% 72.3%

80.2%

71.8%

78.4%

71.3%

81.5%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%
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【参考】調達の状況-託送料金認可申請時資料

（第4回電気料金審査専門会合(H27.9.18)資料7-1より抜粋）


